
3.1.4.4 保険デリバティブ制度の検討 
 
目 次 
 

 (1) 業務の内容 

(a) 業務題目  

(b) 担当者 

(c) 業務の目的 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

(e) 平成 1８年度業務目的 

 

(2) 平成１８年度の成果 

(a) 業務の要約 

(b) 業務の実施方法 

(c) 業務の成果 

(d) 結論ならびに今後の課題 

(e) 引用文献 

(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

(g) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

187 



(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 保険デリバティブ制度の検討 
 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 
慶應義塾大学理工学部 

慶應義塾大学理工学研究科 
教授 

大学院生 

三田彰 

宮本龍 
mita@sd.keio.ac.jp 

ryumiyamoto@hotmail.co.jp

 
(c) 業務の目的 

再保険市場のキャパシティや保険料の問題等を有する従来の地震保険制度を保管する

ことを目的として、これまで対象とされなかった地震被害リスクを保険デリバティブによ

ってヘッジする仕組みについて検討する。 
 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
1) 平成14年度： 

保険デリバティブ設計の基礎となる地震リスクの定量化について、住宅を対象として具体的

な地域を想定した検討を開始する。 
 
2) 平成15年度： 

リスク定量化で重要な役割をになう損傷曲線を単純なパラメトリック損傷モデルの一種とし

てとらえ、デリバティブへの適用に適した損傷モデルのあり方について検討する。 
 
3) 平成16年度： 

損傷モデルを活用した保険デリバティブの制度設計を行い、特定の地域を想定したシミュレ

ーション解析を行う。 
 

4) 平成17年度： 
通常のデリバティブの適用が、そのままでは困難な個人住宅を対象とした、保険デリバティ

ブ活用の手法について検討する。 
 

5) 平成18年度 
各種構造物、大都市や地方都市など幅広く展開可能な保険デリバティブの仕組みを提案する。 

 
(e) 平成 1８年度業務目的 

近年急速にコストが下がり、かつ信頼性も高まってきたセンサネットワークの利用

を前提とすることで、より、実際の損傷状況との整合性の高いトリガ指標を用いるこ

とで、大都市や地方都市などに幅広く展開可能な保険デリバティブの仕組みについて

提案する。 
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(2) 平成 18 年度の成果  
 
(a) 業務の要約 
 昨年度提案したセンサネットワークを利用した精度の高い損傷モデルに基づくプレミア

ム計量手法を持つ地震デリバティブについて、支払い条件であるトリガの設定により、加

入者の減災行動に経済的なインセンティブがどう与えられるかを検証した。 
 

(b) 業務の実施方法 
 センサネットワークによる正確な損傷モデルが与えられることを前提として、提案した

地震デリバティブが加入者の減災行動に経済的なインセンティブが与えられるかをシミュ

レーションで検証した。 
 
(c) 業務の成果 

1) 対象建物の設定 

対象とする建物は、横浜市日吉駅周辺の一般家庭を想定し、総二階、100 ㎡の木造住宅

とした。建設物価調査会の建築着工統計データファイル平成 15 年度計 [1]によれば、2003
年時点での木造建物の建築費単価は床面積あたりで 15.26 万円である。よって、対象建物

価格を 1500 万円とした。家財の保有価格は、4 人家族（夫婦＋子供 2 人）を想定し、住

宅の地震リスク定量化に関する文献など [2][3]から、1200 万円とした。 
横浜市は独自の耐震診断を進めており、その結果総合評点が既存不適格な 0.7 未満の建

物が 20～50％存在することが判明している [4]。よって、対象建物の耐震診断値（Is-WF）

は、既存不適格な建物を想定し、0.5 と設定した。これら概要を表 1 に示す。 
センサを基礎と二階屋根裏に設置して、建物の応答を監視できると仮定する。基礎に設

置する速度センサから得られる値をトリガとするため、住民などが触ることができないよ

うなっていると想定する。 

 

表 1 対象建物の概要 

 
建物位置 

横浜市港北区日吉 
（北緯 35°33′） 
（東経 139°39′） 

構造種別 木造 
階数 2 階建て（総二階） 
延床面積 100 ㎡ 
竣工年 1981 年 
建物価格 1500 万円 
家財 1200 万円 
耐震診断値（Is-WF） 0.5 
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2) 地震ハザード曲線の算出 

 地震ハザード曲線の算出には、構造安全研究会による「既存建物の標準的構造性能評価

法の開発」での評価プログラム「建物構造性能評価[5]」を用いた。今回のシミュレーショ

ンでは、プログラムのデフォルトでの設定を用い、ほぼ全国の地震源を考慮に入れた。 

 設定した地震源から、建物位置での地震ハザード曲線を算出する。「建物構造性能評価」

では、画像として地震ハザード曲線が出力されるが、データとしての出力は、再現期間に

対しての地震動（ＰＧＶ）のみである。よって、再現期間 4 年から 40000 年までの再現期

間を入力することにより、各再現期間でのＰＧＶを出力させた。これをプロットとしたも

のを線形補間し、地震ハザード曲線を算出した。図 1、図 2 に示す。 
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図 1 地震ハザード曲線（超過確率：線形表示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 地震ハザード曲線（超過確率：対数表示） 
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3) 建物耐力に対する評価 

 損傷度曲線 

 耐震診断値 Is-WF が 0.5 の時、岡田らの研究から、ワイブル分布で表される損傷度関数

のパラメータは、表 2 のようになり、これを用いて損傷度曲線を描いた。図 3 に示す。 

 

表 2 Is-WF＝0.5 のときの損傷度曲線のパラメータ 
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図 3 対象建物の損傷度曲線 

 地震ロス関数 

 前節で導いた損傷度曲線を基に、地震ロス関数を算出する。まず、各損傷状態における

修理/再調達費用率を決定する。建物及び家財における損傷状態と修理/再調達費用率を表

3 に示す[6]。各損傷状態と損傷度（Damage Index）との関係[7]は図 4 のような対応である

ので、各損傷状態の中央値をとった。なお、経済的な被害は大破以上で 100％とした。 

 

図 4 各損傷状態と損傷度との関係 
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表 3 損傷状態と修理/再調達費用率の対応 

損傷状態 無被害 軽微 小破 中破 大破以上 

損傷度 ０ 0.1 0.25 0.35 0.5 

建物 ０％ ２％ １０％ ５０％ １００％ 

家財 ０％ １％ ５％ ２５％ ５０％ 

 

図 5 に損傷度関数に対応させた建物・家財の修理/再調達費用率を示す。これに、建物、

家財の価格を掛ければ地震ロス関数となる。得られた地震ロス関数を図 6 に示す。 
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図 5 損傷度関数から導いた建物・家財の修理/再調達費用率（Is-WF＝0.5） 
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図 6 地震ロス関数（Is-WF＝0.5） 
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4) 地震リスクの定量化 

 地震リスクカーブ 

 2)、3)で得られた地震ハザード曲線、地震ロス関数から、共通のハザード指標である最

大速度項を消去する事によって、地震リスクカーブを得る。地震リスクカーブは、横軸に

損失率・縦軸に年間超過発生確率を表しており、サイトの地震危険度と建物の地震発生時

の損傷割合の情報を全て集約したものといえる。 

 図 7、8 に地震リスクカーブを表示した。損失期待値のみでは、解釈を誤る場合もあるの

で、地震リスクカーブもその分布状態がどうなっているかを知る事は非常に大切である。

図 8 から、資産の全てが損失する（全損）確率が約 900 年に 1 度であることがわかる。 
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図 7 地震リスクカーブ 
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図 8 地震リスクカーブ（対数表示） 
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 年間地震リスク密度 

前項までで得られた情報より、年間地震リスク密度を取り出す。その結果として得られ

たものを以下の図 9 に示す 
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図 9 年間地震リスク密度 

 

ここで得られた地震リスク密度を積分して、総面積を求めることで年間損失期待値を得た

結果、15.1276 万円となった。この年間損失期待値が、全ての損傷状態を考慮した場合の 1

年間のプレミアム（保険数理的な純粋保険料）となる。参考として、もし同じ対象資産を

地震保険にかけた場合、年間保険料は 95850 円である。このことから、年間損失期待値に

比較して保険料の設定が小さく見積もられていることがわかる。 

 

5)トリガの設定と各トリガにおけるプレミアムの変化 

 トリガの設定 

 地震ロス関数を元に、それをカバーするためのトリガを設定する。 

 各トリガは、損傷状態をどこまでカバーするかで設定した。全ての損傷状態を考慮した

場合、軽微な損傷を省略し、小破以上の損傷をカバーした場合、小破まで省略した場合、

中破まで省略し大破以上の損傷のみを考慮した場合の計 4 種類で設定した。 
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図 10 各レイヤーをカバーするトリガの設定 

 

 設定した各トリガでのプレミアムの算出 

 設定したトリガごとに、地震リスクカーブと年間地震リスク密度を算出する。この場合、

年間地震リスク密度は年間補償確率密度と言い換えられ、それを積分した年間補償確率は

デリバティブの年間プレミアムと同義になる。トリガごとの地震リスクカーブを図 11、12

に、年間補償確率密度を図 13 に示す。また、トリガごとの年間プレミアムを表 4 に示す。

表 4 で比較すると、トリガを小破まで省略したものと、中破まで省略したものの差が、他

のトリガとの差より大きいことがわかる。これは、中破と小破での損失率の差が全損の４

０％と大きいためであると考えられる。 
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図 11 トリガごとの地震リスクカーブ 
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図 12 トリガごとの地震リスクカーブ（対数表示） 
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図 13 トリガごとの年間補償確率密度 

 

表 4 トリガごとの年間プレミアム 

トリガ 年間プレミアム（万円） 
全ての損傷状態を考慮 15.1276 

軽微を省略 12.3377 
小破まで省略 9.7436 
中破まで省略 3.7249 
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6) 耐震診断値 Is-WF と年間プレミアムの関係 

耐震補強を行う場合、耐震補強による耐震診断値 Is-WF の上昇が年間プレミアムとどう

関係するかを算出する必要がある。岡田らは Is-WF0.1 ごとに損傷度関数のパラメータ（m,
η）を提示している。しかし、より細かな地震リスク定量化を行うためには Is-WF が 0.01
ごとのそれぞれのパラメータを算出する必要がある。よって、形状母数 m と尺度母数 m
の線形補間を行った（図 14、図 15）。 
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図 14 耐震診断値ごとのワイブル分布のパラメータ（形状母数） 
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図 15 耐震診断値ごとのワイブル分布のパラメータ（尺度母数） 

 

 上図で求めた形状母数と尺度母数を用い、トリガごとに、耐震診断値 Is-WF ごとの年間

プレミアムを求めた。図 16 にその関係を示す。トリガの種類に関わらず、Is-WF＝0.1 で
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は 200 万円を超える非常に高額なプレミアムとなった。これは、地震ハザード曲線が４０

kine 以下で非常に高い年超過確率であるため、Is-WF が下がるごとにその高い確率を持つ

領域にトリガが移動するためであると考えられる。 

トリガごとに比較すると、全ての損傷状態を考慮した場合のトリガと、軽微、小破を省略

したトリガの差が小さいのに対し、中破まで省略したトリガとの差が大きいことがわかる。

これは、中波まで省略したトリガの場合、中破での損失率が、建物で５０％、家財で２５％

と、それより小さい損傷状態の損失率を大きく上回っているためであると考えられる。 
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図 16 各トリガでの Is-WF と年間プレミアムの関係 

 

7) n 年総費用最小化による耐震補強へのインセンティブ導入効果の検証 

 n 年総費用最小化原理 
耐震補強をする上での初期費用は、耐震補強をした場合のプレミアムの低減によって、

長期的に回収できると考えられる。 
ここで、耐震補強のための初期費用が、それによって実現される耐震診断値 I による関数

で表されると仮定する。また前節で確認したように、年間プレミアムはやはり I の関

数 G(I)で表される。よって、ｔ年後の I(t)が予測可能であるとすれば、n 年間の総費用も

やはり I の関数 D(I)として表される。その関係を式(1)に示す。 

)( IC

∑+=
n

IGICID )()()(               (1) 

つまり、耐震補強の費用対効果 C(I)と耐震診断値ごとの n 年間のプレミアム を定

式化することにより、D(I)の最小化問題として、n 年使用での最小総費用とその時の I が

算出できる。このときの I を n 年総費用に着目した最適補強目標と定義する。以上を図 17
に示す。 

∑
n

IG )(
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図 17 n 年総費用最小化原理による最適な耐震補強の目標設定 

 

 耐震補強費用モデル 

 耐震診断値 Is-WF は、耐震壁量による耐力の算定が評価の主軸となる。よって、耐震補

強による Is-WF の上昇が壁量と線形な関係を持つと仮定でき、壁量とその補強費用が比例

関係であると仮定すれば、耐震補強による費用と補強後の耐震診断値の増分が線形な関数

として表される。 

荒木らは、耐震補強の費用算出モデルに基づいた補強による耐震診断値の増分の関係を抽

出した[8]。その結果、x、ｙ両方向の耐震診断値を 1.0 増加させるのに、1 階床面積１㎡あ

たり 1.6 万円かかるとした。 

ここで、耐震補強を行うのに、耐震壁量増加による補強を行う場合、必ず設計料と雑費が

それぞれ 10 万円、8 万円かかるとし、補強費用と Is-WF の増分の関係を設定した。1 階床

面積は５０㎡であり、耐震診断値は x,y 方向均等に上昇すると仮定できるため、図 18 の関

係性が得られた。 
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図 18 補強費用と Is-WF の増分との関係 

 

 予想使用 25 年における各トリガでのインセンティブ導入効果の比較 

 前節で示した耐震補強の費用対効果と、6)で示した Is-WF ごとの年間プレミアムにより、

木造住宅の耐用年数などから２５年間使用すると仮定した場合の各トリガによる費用最小

化問題を解く。本節では、Is-WF が経年劣化せず、25 年間一定であると仮定した。 

なお、本来各図の耐震診断値 0.5 の場合の初期費用は、補強を行わないため、切片 18 万円

ではなく 0 円となるはずであるが、25 年間でのプレミアムでは 18 万円が無視できるほど

の金額になっているため、各図に考慮はしていないことを付記する。 

 まず提案した地震デリバティブのプレミアムとの比較対象として、地震保険による費用

最小化を行う。地震保険での耐震診断値と保険料割引率の関係を表 5 に示す。これに従い、

25 年間地震保険の保険料を支払い続けた合計と初期費用の合計を図 19 に示した。下図か

らは、25 年総費用は耐震補強をしない場合が最も小さいことがわかる。よって対象建物で

は、25 年間使用すると予想される場合、地震保険の割引率による耐震補強の経済的メリッ

トが得られないことが確認できる。 

 

表 5 耐震診断値ごとの地震保険料の割引率 

耐震診断値 割引率 

1.5 以上 ３０％ 

1.25 以上 ２０％ 

1.0 以上 １０％ 
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図 19 25 年総費用と Is-WF の関係（地震保険） 

 

 次に、提案した地震デリバティブについて、トリガごとに 25 年間での費用最小化を行っ

た。トリガごとに図 20、21、22、23 に示す。 
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図 20 25 年総費用と Is-WF の関係（トリガ：全ての損傷状態を考慮） 
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図 21 25 年総費用と Is-WF の関係（トリガ：軽微を省略） 
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図 22 25 年総費用と Is-WF の関係（トリガ：小破まで省略） 
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図 23 25 年総費用と Is-WF の関係（トリガ：中破まで省略） 

 

全てのトリガにおいて、耐震補強を行うことによる 25 年間での総費用の低減が確認できる。

これは、全てのトリガにおいて耐震補強へのインセンティブを与える効果があることを示

している。 

 トリガごとにその効果を比較するため、各トリガでの最小費用と最適補強目標を表.6 に

示す。全ての損傷状態を考慮するトリガでは、最適補強目標が一応安全であると判定され

る耐震診断値 1.0 に近い 0.99 となった。これは、与えられるインセンティブにより建物の

耐力が安全な領域に達することを理想とすれば、耐震補強耐震補強へのインセンティブが

理想に近い効果を得ていることを示している。 

 それ以外のトリガの場合では、補強による総費用の低減効果が、考慮する損傷状態の減

少により小さくなることがわかる。よって、耐震補強を与えるインセンティブにより各ト

リガを評価した場合、最も効果があるのは全ての損傷状態を考慮したトリガであると結論

付けられる。 

一方、25 年総費用最小時の総費用は、トリガの損傷状態の省略が進むほど低減する傾向に

ある。ここで、地震保険を 25 年間払い続けた時の総費用が 239 万 6250 円であり、全ての

損傷状態を考慮したトリガでもその約 1/2 の費用であることから、最小時の総費用が非常

に安いものであることがわかる。4)で確認した、無補強時の年間損失期待値に比較した地

震保険料の安さから考えても、補強によるインセンティブを与える効果が地震保険に比べ

きわめて強いことが理解できる。 

25 年総費用での地震保険と全ての損傷状態を考慮したトリガによる提案した地震デリバ

ティブの比較を図 24 に示す。この図から、地震保険に比較して、提案する地震デリバティ

ブが耐震補強の経済的なメリットを端的に示すことが明確に確認できる。 
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表 6 各トリガでの 25 年最小総費用とその最適目標 

トリガ 25 年最小総費用 

（万円） 

費用最小時の 

Is-WF 

全て 123.7517 0.99 

軽微を省略 99.3613 0.90 

小破を省略 89.5803 0.85 

中破を省略 63.9795 0.70 
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図 24 25 年総費用での地震保険と提案した地震デリバティブの比較 

（トリガ：全ての損傷状態を考慮） 

 

 n 年使用での各トリガの総費用最小化 

 前節では、25 年間使うとして総費用最小化問題を解いた。しかし、建物保有者が使う年

数は建物の耐用年数に限らないため、予想される使用年数によって、最適な補強目標が求

められる必要がある。 

図 25 では、全ての損傷状態を考慮したトリガを用い、予想される使用年数 n が 15 年、25

年、50 年の場合の総費用の最小化を行った。各年数での最小総費用とその最適補強目標を

表７に示す。ここからは、予測使用年数 n が大きくなるほど最適な補強目標が上昇するこ

とがわかる。 

 

204 



0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5
0

100

200

300

400

500

600

700

800

Is-WF

n
年

総
費

用
（
万

円
）

15年総費用

25年総費用
50年総費用

 

図 25 n 年総費用と Is-WF の関係（トリガ：全ての損傷状態を考慮） 

 

表 7 n 年使用での最小総費用とその最適目標 

（トリガ：全ての損傷状態を考慮） 

n 年 最小総費用 

（万円） 

費用最小時の

Is-WF 

15 年 105.5763 0.87 

25 年 123.7517 0.99 

50 年 150.7125 1.14 

 

予測される使用年数から求められる最適な補強目標を、n 年で連続的に求めたものを、

トリガごとに図 26 に示す。この図から、n 年総費用最小化問題を用いることにより、提案

したデリバティブによる耐震補強のインセンティブ導入効果が、トリガと使用年数 n によ

ってどのように変化するかが理解できる。例えば、中破まで省略するトリガでは、13 年間

の使用では補強をしない場合が総費用で最小であることがわかる。これは、耐震補強を行

う場合に固定費用 18 万円がかかるため、無補強時の年間プレミアムの合計が 18 万円を超

えない場合、補強するインセンティブが与えられないからである。 
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図 26 各トリガにおける予想使用年数 n と最適補強目標の関係 

 

8) 耐震補強費用回収年数の算出 

 これまでの n 年総費用最小化問題では、補強時の予想使用年数により費用対効果として

最適な補強目標が与えられた。つぎに、耐震補強へのインセンティブを与える効果の別の

手法として、耐震補強を行った場合に初期投資費用（＝耐震補強費用）がいつ回収できる

かを算出する。 

 各トリガごとに、年数によって総費用がどう上昇するかを、耐震補強をしない場合と、

耐震補強により耐震診断値 Is-WF を 1.0 まで上昇させた場合で、図 27、28、29、30 で比較

する。 
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図 27 補強時と未補強時の n 年総費用（トリガ：全ての損傷状態を考慮） 
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図 28 補強時と未補強時の n 年総費用（トリガ：軽微を省略） 
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図 29 補強時と未補強時の n 年総費用（トリガ：小破まで省略） 
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図 30 補強時と未補強時の n 年総費用（トリガ：中破まで省略） 

 

 全てのトリガにおいて、25 年以内に無補強時の総費用を、耐震補強時の総費用が下回る

ことが確認できた。表 8 に各トリガの補強時回収年数を示す。各トリガ別に見ると、全て

の損傷状態を考慮したトリガと軽微、小破を省略したトリガでは回収年数の変化が小さい

のに対し、中破まで省略した場合のトリガだけ、回収年数が長い。 

よって、補強による回収年数の比較では、トリガを小破まで省略しても、耐震補強へのイ

ンセンティブ導入効果が大きいことが確認できた。 

 

表 8 補強した場合の各トリガでの補強時回収年数 

トリガ 回収年数 

全て 7 年 

軽微を省略 8 年 

小破まで省略 10 年 

中破まで省略 24 年 
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9) 経年劣化を考慮した場合の耐震補強へのインセンティブ導入効果の検証 

 前節までは、建物耐力は常に一定であると仮定したが、自然環境に常にさらされる構造

物には経年による耐力の劣化が避けられない。提案する地震デリバティブでは、センサに

よるヘルスモニタリングにより、経年劣化した耐力を監視できるため、それに基づくプレ

ミアムが算出できる。 

 本節では、ヘルスモニタリングにより建物の耐力劣化の監視とその後の劣化予測が可能

となることにより、耐震補強を行うインセンティブが与えられるかどうかシミュレーショ

ンした。 

 まず、使用年数を 25 年であると仮定する。そしてそのほぼ半分の期間である 13 年後に、

13 年間のヘルスモニタリングにより耐力の経年劣化を追った結果として、劣化曲線が下式

であると推定できるとする。そして、13 年後に Is-WF が 0.831 まで低下しているとする。 

2001.01)( ttF ×−=
                        (2) 

よって、13 年後から、そのまま放置した場合（ケース 1）と、耐震補強によって耐震診断

値を 1.0 まで上げた場合（ケース２）とによる、25 年間での総費用の比較を行った。各ケ

ースでの耐震診断値の経年変化を図 31 に示す。また、両ケースでの 25 年総費用を表 9 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 各ケースの劣化曲線 
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表 9 両ケースでの 25 年総費用の比較 

ケース 25 年総費用（万円）

１（無補強） 217.6274 
２（補強：1.0） 173.3236 

 

 表 9 から、補強することにより、無補強時に比較して 25 年間での総費用が 40 万円以上
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安くなることがわかる。よって、ヘルスモニタリングによる建物の耐力劣化の監視が可能

であるために、耐震補強をするインセンティブが与えられることがわかる。 
 
10) まとめ 

本研究では、センサネットワークによるヘルスモニタリングを活用し、加入者の減災行

動促進を目的とした地震デリバティブを提案し、そのプレミアム計量手法を提示した。そ

して、支払い条件であるトリガの設定により、加入者の減災行動に経済的なインセンティ

ブ導入効果がどう変化するかを目的としたシミュレーションを行った。その結果をまとめ

ると次の通りである。 
 センサから得られる PGV をトリガとして用いることで、建物の損失と相関が高いトリ

ガが設定できる。 
 地震ロス関数に基づいたトリガの設定により、地震リスク定量化手法を用いたプレミ

アムが算出できる。 
 耐震診断値を入力としたワイブル分布による損傷度関数を用いることにより、個別建

物ごとに地震ロス関数を設定することが可能となり、それにより、ヘルスモニタリン

グによるトリガの設定が可能となる。 
 n 年費用最小化原理により、地震デリバティブ加入者に耐震補強を行うインセンティ

ブが与えられる。 
 経年劣化をヘルスモニタリングで監視できるとすれば、それによって劣化予測を元に

した耐震補強をした場合、およびしない場合における費用が加入者に理解できるため、

耐震補強を行う経済的インセンティブが得られる。 
 
(d)結論ならびに今後の課題 
 本研究では、保険デリバティブの住宅被害リスクへの適用を目的とし、5 つの要素、1)
地震リスク定量化、2)損傷モデル、3)トリガ条件、4)耐震化促進、5)応用・汎用性につい

て検討した。その結果、建物分散配置による地震リスク低減、個別建物に適用可能な損傷

評価システムの構築、センサを用いたトリガによる地震デリバティブの耐震化促進効果、

という 3 つの知見と成果を得た。 
 今後の課題としては、実被害とデリバティブの補填額との差（ベーシス・リスク）をい

かに小さくするかが挙げられる。今後ともこの課題に向けて研究が必要である。 
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